
「貸借対照表」の「純資産」が１年間でどのように

変動したかを表す財務書類です。

行政コストに対して、地方税や地方交付税などの経

常的な財源がどの程度使われているかが分かります。

木津川市が住民サービスを提供するために保有している資産（土地、建物、道路、基金

など）がどれだけあり、その資産をどのような財源（負債、純資産）で取得してきたか

を表す財務書類です。

資産 １，３５１億８，７１８万円 負債 ４００億９，７７１万円
木津川市が保有している財産です。 これからの世代の負担として、将来

行政サービスの提供能力を表します。 返す必要があるものです。

税収 ８７億５，３１４万円

市債 ３０３億７，８８１万円

このうち190億7,683万円（62.8％）が

交付税の算定基礎に含まれる見込み 地方交付税 ５７億９，５９４万円

長期未払金 ５３億７，４３５万円

ＵＲ都市機構への債務（関公費）※など その他 １３億３，４８３万円

引当金 ４３億４，４５５万円

将来支払う必要のある退職手当及び賞与

公共資産

その他 △１億１，２２９万円

純資産 ９５０億８，９４７万円
これまでの世代が負担してきた、 ＜分析＞

今後返す必要がないものです。 ○ 宅地開発などによる「地方税」の増加や、地域の元気臨時

（純資産比率　７０．３４％） 交付金、木津中学校の改築などに伴う「補助金等受入」の

増加により、純資産は１０億１，６０３万円増加していま

す。

○ 将来へ一定の蓄積ができたと言えますが、「貸借対照表」

において「負債」が増加していることに注意が必要です。

投資等 ８９億７，６２３万円

市が投資や出資、貸付をしているものや、

特定の目的のために積み立てた基金など

流動資産 ５６億４，０１１万円 １年間に提供された行政サービスに、どのくらいコ

現金や現金化できる財政調整基金など 使用料などの収益を差し引いた「純経常行政コスト」

※ 関公費のうち2億2,590万円が交付税の算定基礎に含まれる見込 は、市税などでまかなうことになります。

＜分析＞

○ 城山台小学校の開校や木津中学校新校舎の竣工、クリーンセンターの敷地造成工事などにより資産が増加し

ています。市街地開発が進む本市の特徴を表していると言えます。

○ 市債は、クリーンセンター整備事業債や木津中学校改築事業債などにより大きく増加しています。交付税措

置のあるものを優先するなど、将来負担の軽減に努めています。 人にかかるコスト ３９億９，７６５万円

○ 城山台小学校の建設や木津中学校の改築において、ＵＲ立替金を財源としたため一時的に長期未払金が増加

しています。

○ 純資産比率は７０．３４％となっており、将来世代の負担が過度になっていないことが分かりますが、前年

度（７２．１３％）からは減少しているため、注意が必要です。

社会保障給付 ４８億２，４４６万円

現金の動きを、経常的な行政サービスに伴う「経常的収支」、

公共資産の整備に伴う「公共資産整備収支」、地方債の償還

や基金の積立に伴う「投資・財務的収支」の区分で表した財

務書類です。

どのような活動にどれくらい現金が必要かが分かります。 その他の支出 １１億８，６２４万円

使用料・手数料 △７億９，９６８万円

分担金・負担金・寄附金 △７億２，４２０万円

経常的収支 ４４億４，８０２万円

公共資産整備収支 △１１億３，９９０万円

＜分析＞

○ 「社会保障給付」の増加や木津中央地区における民間保育所の

施設整備に対し補助を行ったことなどにより、「経常行政コス

＜分析＞ ト」は増加しています。

○ 「経常的収支」の余剰（地方税や交付税などの一般財源）により、 ○ 「社会保障給付」は年々増加しており、全国的な傾向となっ

「公共資産整備収支」と「投資・財務的収支」の不足をまかなっ ています。

ており、「経常的収支」の余剰が多いほど、財政に弾力性がある ○ 「減価償却費」が行政コストの１２．６％を占めており、施

と言えます。 設の老朽化が進んでいます。

○ 「投資・財務的収支」では、市街地開発にかかる寄附金を受け入 ○ 受益者負担率が６．９７％と低く、行政サービスにかかるコ

れ、今後のまちづくりに活かすため、基金の積み立てを行ったこ ストが主に税金などでまかなわれてると言えます。

とにより、規模が大きくなっています。

○純資産変動計算書

１，２０５億７，０８４万円

市役所、学校、道路、公園など

ストがかかったのかを表す財務書類です。

平成２５年度　木津川市財務書類４表

＜普通会計＞

○行政コスト計算書

平成２５年度期末純資産残高

平成２５年度期首純資産残高 ９４０億７，３４５万円

○貸借対照表

９５０億８，９４８万円

資金収支計算書○

　（うち現金 ４億８，２６５万円）

投資・財務的収支 △３４億５，５５９万円

平成２５年度期末資金残高 ４億８，２６５万円

他会計への支出 ２４億２，１９４万円

△１５億２，３８８万円

平成２５年度期首資金残高 ６億３，０１２万円

経常収益

純経常行政コスト ２０３億３，５９４万円

受益者負担率 ６．９７％

経常行政コスト

３３億９，０１４万円

２１４億６，４２６万円

△２０４億４，８２３万円

純資産の増加

純資産の減少

補助金等

△２０３億３，５９４万円

５５億８，０３５万円

純経常行政コスト

２１８億５，９８２万円

減価償却費 ２７億６，１２４万円

補助金等 ３２億７，８１５万円

物件費



「貸借対照表」の「純資産」が１年間でどのように

変動したかを表す財務書類です。

行政コストに対して、地方税や地方交付税などの経

常的な財源がどの程度使われているかが分かります。

木津川市が住民サービスを提供するために保有している資産（土地、建物、道路、基金

など）がどれだけあり、その資産をどのような財源（負債、純資産）で取得してきたか

を表す財務書類です。

資産 ２，１８４億２，１５６万円 負債 ６２９億　　９１３万円 税収 ８７億５，３１４万円

木津川市が保有している財産です。 これからの世代の負担として、将来

行政サービスの提供能力を表します。 返す必要があるものです。

地方債 ５０３億４，３８０万円

このうち272億7,264万円（54.2％）が

交付税の算定基礎に含まれる見込み

その他 １６億３，７０３万円

長期未払金 ６０億２，５４４万円

ＵＲ都市機構への債務（関公費）※など

引当金 ６１億２，５７９万円

将来支払う必要のある退職手当、賞与など

その他 ４億１，４１０万円

公共資産

市役所、学校、道路、公園、上下水道など

その他 △１億１，４１３万円

＜分析＞

○ 「純経常行政コスト」は増加していますが、「国民健康保険事

純資産 １，５５５億１，２４３万円 業」や「京都府後期高齢者医療広域連合」における補助金の受

これまでの世代が負担してきた、 け入れ、「水道事業」における基金の積み立てなどにより、純

今後返す必要がないものです。 資産は２８億２，４２２万円増加しています。

（純資産比率　７１．２０％） ○ 自主財源である「税収」も増加しており、将来への一定の蓄積

ができたと言えます。

投資等 １３５億５，４５４万円 １年間に提供された行政サービスに、どのくらいコ

市が投資や出資、貸付をしているものや、 ストがかかったのかを表す財務書類です。

特定の目的のために積み立てた基金など 保険料や使用料などを差し引いた「純経常行政コス

ト」は、市税などでまかなうことになります。

流動資産 １１４億６，６７７万円

現金や現金化できる財政調整基金など

繰延勘定

※ 関公費のうち2億2,590万円が交付税の算定基礎に含まれる見込 人にかかるコスト ８０億２，０４４万円

＜分析＞

○ 「普通会計」において、城山台小学校の開校や木津中学校新校舎の竣工、クリーンセンターの敷地造成工事な

どにより、「公共資産」が大きく増加しています。一方で、「地方債」やＵＲ立替施行に係る「長期未払金」 物件費

など「固定負債」が大きく増加しており、資産の整備により将来世代の負担が増加しています。

○ 「普通会計」において、財政調整基金や公共施設等整備基金、学研木津北地区里地里山保全基金を積み立てた

ため、「投資等」「流動資産」が増加しています。

○ 「水道事業」では、木津中央地区や宮ノ裏浄水場の整備などにより、「公共資産」が増加しています。

○ 「公立山城病院組合」では、患者数の増加による収益の確保により、「現金」が増加しています。

○ 「相楽中部消防組合」では、デジタル防災無線の整備により「公共資産」が増加しています。

現金の動きを、経常的な行政サービスに伴う「経常的収支」、 その他の支出 ２３億７，８９２万円

公共資産の整備に伴う「公共資産整備収支」、地方債の償還

や基金の積立に伴う「投資・財務的収支」の区分で表した財

務書類です。 使用料・手数料 △８億８，６６３万円

どのような活動にどれくらい現金が必要かが分かります。

分担金・負担金・寄附金 △８８億７，３５５万円

事業収益 △７９億５，４６４万円

経常的収支 ７５億１，１０１万円

公共資産整備収支 △２１億１，７１７万円

その他の収益 △３億２，１５９万円

＜分析＞

○ 「経常的収支」の余剰（地方税や事業収入、保険料などの一般財源） ＜分析＞

により、「公共資産整備収支」と「投資・財務的収支」の不足をまか ○ 「社会保障給付」は年々増加しており、全国的な傾向となっ

なっています。 ています。

○ 「経常的収支」では、「社会保障給付」にかかる支出が増加する一方 ○ 「普通会計」と「公立山城病院組合」において「退職手当引

で、事業収入や保険料、分担金・負担金が増加しています。 当金」が減少したことにより、「人にかかるコスト」が減少

○ 「公共資産整備収支」では、「水道事業」における木津中央地区や宮 しています。

ノ裏浄水場の整備、「普通会計」における民間保育所の施設整備に対 ○ 「水道事業」における木津中央地区工事負担金や、国民健康

する補助金などにより、支出合計が増加しています。 保険事業における前期高齢者交付金の増加により、「分担金

・負担金・寄附金」が増加しています。

経常収益 △２１１億１，１２５万円

平成２５年度　木津川市財務書類４表 ○純資産変動計算書

＜連結＞

○貸借対照表
平成２５年度期首純資産残高 １，５２６億８，８２１万円

純資産の増加 ２８２億４，０１６万円

地方交付税

１，９３２億３，１７０万円

平成２５年度期末純資産残高 １，５５５億１，２４３万円

５７億９，５９４万円

補助金等 １２０億５，４０５万円

純資産の減少 △２５４億１，５９４万円

純経常行政コスト △２５３億　１８１万円

○行政コスト計算書

　（うち現金 ４６億７，４６６万円）
経常行政コスト

１億６，８５５万円

７５億７，４６６万円

社会保障給付 ２０３億４，６８９万円

４６４億１，３０６万円

減価償却費 ４５億６，６１２万円

受益者負担率 ４５．４９％

平成２５年度期末資金残高 ４６億７，４６６万円

○資金収支計算書 補助金等 ３５億２，６０３万円

純経常行政コスト ２５３億　１８１万円

投資・財務的収支 △５１億６，３７９万円

△３０億７，４８４万円保険料

平成２５年度期首資金残高 ４４億４，４６１万円



　木津川市には、一般会計のほかに、国民健康保険などの公営事業や、水道事業などの公営企業などさまざまな特別会計があり、
市民のみなさんに密接にかかわる事業を行っています。また、山城病院組合や相楽中部消防組合などの一部事務組合など、市が
負担金を支出したり、出資を行っている団体もあります。
　これらを全て含んだ「連結財務書類」を作成することで、関連団体を含めた木津川市全体の財務状況を把握することができます。

出資 資本金

国民健康保険山城病院組合 一般会計 学研都市京都土地開発公社

相楽郡西部塵埃処理組合
買戻し 売却

相楽中部消防組合 繰入金

相楽郡広域事務組合 負担金 負担金 出資金

京都府市町村職員退職手当組合 負担金

京都府市町村議会議員公務災害補償等組合

京都府自治会館管理組合

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合 負担金 繰出金 指定正味財産

負担金 基金

負担金

京都府後期高齢者医療広域連合 国民健康保険特別会計 木津川市公園都市緑化協会

京都地方税機構 後期高齢者医療特別会計 木津川市緑と文化・スポーツ振興事業団

補助金 補助金 介護保険特別会計 木津川市ボランティア基金

負担金 負担金 公共下水道事業特別会計

簡易水道事業特別会計

水道事業会計

会計間の取引は、連結時に内部取引として相殺消去されます。

資産 ２，１８４億２，１５６万円 負債 ６２９億　　９１３万円 経常行政コスト ４６４億１，３０６万円 純経常行政コスト ２５３億　１８１万円
木津川市が保有している財産です。 これからの世代の負担として、将来 １年間に提供された行政サービスに、ど 税金などでまかなわなければならないコ

行政サービスの提供能力を表します。 返す必要があるものです。 のくらいコストがかかったかを表します。 ストです。（経常行政ｺｽﾄ － 経常収益）

純資産 １，５５５億１，２４３万円 経常収益 ２１１億１，１２５万円
これまでの世代が負担してきた、 行政サービスの対価として得られる、

今後返す必要がないものです。 使用料や保険料などです。

＜分析＞ ＜分析＞

○ 「資産合計」「負債合計」「純資産合計」のいずれも、「普通会計」の約１．６倍となっています。 ○ 「経常行政コスト」では、「国民健康保険事業」「介護保険事業」「公立山城病院組合」「後期高

○ 「資産」では、「水道事業」「下水道事業」の占める割合が大きくなっています。 齢者医療広域連合」の占める割合が大きくなっており、「社会保障給付」にかかるコストが大きく

○ 「下水道事業」は、施設の整備段階にあるため、設備投資の財源を負債に頼らざるを得ず、「負債」 なっています。

の割合が高くなっています。 ○ 「経常収益」では、「社会保障給付」にかかる保険料や分担金・負担金、「水道事業」「下水道事

○ 「水道事業」は、施設の管理運営段階にあり、施設建設時の負債について使用料での回収が進んで 業」「公立山城病院組合」にかかる事業収益が大きな割合を占めています。

いるため、「負債」の割合が低くなっています。 ○ 「純経常行政コスト」は、主に税金や地方交付税、補助金などでまかなわれており、「普通会計」

○ 「公立山城病院組合」は、建設時の多額の負債が残っているため、「負債」の割合が高くなってい ではその傾向が強くなっています。「普通会計」以外では、「経常収益」や補助金などでまかない

ます。 きれない分について、「普通会計」からの繰出金や負担金で補てんしています。

普通会計

下水道事業

山城病院組合 ３，５８９万円 （０％）

（ １４％ ）

その他 ２億６，５９７万円（１％）

２０億４，８５６万円 （８％）
４００億９，７７１万円

（ ６４％ ）

５３億６，３７０万円 （３％）その他

水道事業 ３４８億４，６６９万円

１８億８，４２０万円 （９％）

水道事業 ３６７億９，２２０万円

（ １７％ ）

下水道事業 ２７６億７，６０６万円

４０億１，５９６万円

後期高齢者医療広域連合 ３８億６，０３１万円

水道事業

（ ３７％ ）

６８億４，５２５万円

（ １５％ ）

国民健康保険事業

○

（ ６１％ ）

（ ２２％ ）

１，３４２億３，３４８万円

（ ６１％ ）

１０８億８，０７９万円

（ １７％ ）

水道事業

（ １３％ ）

（ １１％ ）

４３億７，１００万円 （３％）山城病院組合

（ ６％ ）

１２４億６，６７８万円

普通会計

普通会計 ９４１億３，５７７万円
普通会計 １７４億１，４２６万円

後期高齢者医療広域連合

財務書類４表　附属資料

普通会計 １４億７，８３７万円 （７％）

国民健康保険事業 ４７億９，６６９万円

（ ２３％ ）

１７億６，９１０万円 （３％）下水道事業

水道事業 １３億６，３６６万円 （４％）

山城病院組合 ５８億４，７８６万円

（ ２８％ ）

介護保険事業 ２０億５，７４６万円 （１０％）

その他 １８億２，０２９万円 （４％）

（ １６％ ）

介護保険事業

○

水道事業

後期高齢者医療広域連合

１５億５，４３２万円 （６％）

一部事務組合

７３億　　７９万円

○財務書類の範囲

（ ８％ ）

山城病院組合 ５８億８，３７５万円

借入金
公社

広域連合

貸付金
普通会計

７２億５，３０４万円 （３％）

下水道事業
山城病院組合

貸借対照表

その他

その他 １８億８，９３４万円 （３％） △５億２，０５４万円 （△２％）

３４億４，０４８万円

８億４、８７１万円 （３％）

その他

山城病院組合

（ １８％ ）

負担金負担金

（ １３％ ）

８０億９，５７８万円 （１３％）

１９億４，５５１万円 （３％）

下水道事業 １６７億９，５２７万円

９億２，０３９万円 （４％）

普通会計 １５９億３，５８９万円

（ ６３％ ）

介護保険事業 １９億５，８５０万円 （８％）

国民健康保険事業

特別会計 その他

行政コスト計算書

下水道事業

繰出金

負担金

繰入金

負担金

負担金 負担金

基金 出資

木津川市全体

連 結


